
インドネシア共和国

ガジャマダ大学産学地連携

総合計画プロジェクト

中間評価調査

報告書

平成19年10月

（2007年）

独立行政法人国際協力機構

人間開発部

人間

JR

07-56

No.





インドネシア共和国

ガジャマダ大学産学地連携

総合計画プロジェクト

中間評価調査

報告書

平成19年10月

（2007年）

独立行政法人国際協力機構

人間開発部





 

序     文 

 
インドネシア共和国では、経済発展に貢献する人材の育成において大学等の高等教育機関に大きな

役割が求められているが、教員の能力や研究水準の質が十分とはいえない状況である。また、社会貢

献の面でも、高等教育機関の知的財産を、産業界及び地域社会に対して組織的に還元する体制は整っ

ていない状況である。同国政府は、このような状況を踏まえ、「教育、研究、社会貢献」を高等教育

機関の役割として位置づけ、同役割を社会ニーズに対応する形で強化することを重要な課題としてい

る。 
インドネシア共和国政府は、同課題の解決の一方法として、大学と産業界及び地域社会との連携を

促進し、社会における高等教育機関の役割を強化するための協力を我が国に対して要請してきた。具

体的には、インドネシア共和国で法人化された総合大学であり、かつ我が国の高等教育支援で重点を

置いてきた工学系分野の強いガジャマダ大学をモデル校として、産学地連携事業を実施するプロジェ

クトを要望してきた。 
これを受け、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、2006 年 4 月より、本プロジェクトを開始し

た。今回、プロジェクト開始から 1 年半が経過し、カウンターパートを含むプロジェクト関係者との

意見交換を行い、研究活動、産学地連携事業に係る活動の進捗状況を確認し、大学側の自立発展に向

けた活動の課題を抽出するため、中間評価調査を実施した。 
ここに、本調査及び日頃プロジェクトに多大なる支援を頂いている本邦協力大学の関係者の方々に

深く感謝を申し上げるとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。また、本調査が今

後のプロジェクト活動の益々の発展に寄与することを願うものである。 
 
平成 19 年 9 月                     
 

 独立行政法人 国際協力機構 
人間開発部 

部長 西脇 英隆 
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中間評価調査結果要約表 

Ⅰ. 案件の概要 

国名：インドネシア  案件名：ガジャマダ大学産学地連携総合計画プロジェクト  
分野：高等教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 第 2 グル

ープ（高等・技術教育） 
技術教育チーム 

協力金額（評価時点）：235,460 千円（2007 年度計画含む） 

先方関係機関：国民教育省高等教育総局、ガジャマダ大学 

日本側協力機関：九州大学、アイ・シー・ネット㈱ 

協力期間 （R/D）: 2006 年 4 月 
～2009 年 3 月 

他の関連協力：  
１．協力の背景と概要 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記載する）の高等教育機関の現状は、社会の求め

る経済・産業発展に貢献する人材育成を行う教員の能力や研究能力の質が十分とは言えない状況で

ある。また、高等教育機関の教育活動や研究活動が社会ニーズを十分に汲み取った上で実施されて

いるとは言えない現状である。社会貢献の面においても、高等教育機関の有する研究成果等の知的

財産を社会に対して組織的に還元できていない等、高等教育機関の活動が経済社会の発展に十分に

寄与できていない。 
また、ガジャマダ大学（Gadjah Mada University：UGM）は、法人化した総合大学であり、かつ我

が国の対インドネシアの高等教育分野の支援で重点を置いている工学系の研究能力の高いことから

協力対象としたが、大学の活動を社会ニーズに対応させる体制は整っていない。UGM は、修士号

及び博士号を取得した若手教官が多いことから基礎的な研究能力は高く、大学として産学地連携を

強化する方針を明確にしているものの、産業界や地域社会との連携を組織的に実施するには至って

いない現状である。右理由として、学内リソースを活用して社会ニーズに対応する研究活動の実施

体制の未整備、学外との接点となる窓口機関である、UGM テクノセンター（Techno Center：TC）、
UGM 研究・コミュニティーサービス機関（Research and Community Service Center：LPPM）、UGM
中小企業支援センター（Small and Medium Enterprises Development Center：SMEDC）の 3 機関が並立

しており、産学地連携を一元的に実施する組織のないこと等が挙げられる。 
以上の現状及び問題点に鑑み、インドネシア政府は、大学と産業界及び地域社会との連携を総合

的かつ効率的に強化し、社会における大学の役割を高めることを目的として、我が国に支援を要請

してきた。我が国の大学は産業界及び地域社会との連携に積極的に取り組み、共同研究等の種々の

事業を実施してきており、我が国は、その知見を活用して優位性を発揮できることから、インドネ

シア政府の要請を受けて本プロジェクトを実施することとした。 
 
２．協力内容 
（１） 協力の目標（アウトカム） 
① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

UGM で、産学地連携によって社会ニーズに対応する研究能力が向上する。 
② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 

インドネシアにおいて産業界と地域社会のニーズに対応する大学の役割が確立する。 
 

 



 

（２） 成果（アウトプット）と活動 
成果①：UGM 工学系学部において、研究者の産学地連携に係る研究を自立的に実施する能力が向

上する。 
成果②：UGM によって産学地間の協力関係が構築される。 
成果③：産学地連携センターの組織作りが行われる。 
成果④：産学地連携センターの機能及び能力が強化される。 

（３）投入（2007 年 8 月時点） 
＜日本側の投入＞ 

a. 現地業務費 
2007年度計画分を含む日本側の投入総額は40,210千円で、主な支出項目は、一般事務管理費、

研究費支援等である。 

b. 専門家の投入 
プロジェクト期間を通した専門家の分野と従事期間は下表の通り。専門家の投入合計月数は、

2007年7月時点で22.57である。 

c. 機材供与 
2007年度計画分を含めた機材供与額は12,480千円で、主な投入内容は車両、テレビ会議システ

ム、コンピュータ、書籍等で、研究機材は大規模な投入はなく、基本的に既存の大学機材を活用

し、プロジェクトでは研究に不可欠な汎用性の高い機器類、スペアパーツ、消耗品など中心にイ

ンプット支援をおこなっている。 

d. 本邦研修 
2007年7月時点で4名のカウンターパート（C/P）・研究者が本邦研修に派遣された。研究支援は

主に九州大学、産学地連携は九州大学の産学連携センターでの研修、事例視察、その他に組織強

化手法研修等を行った。 

＜インドネシア側の投入＞ 
a. カウンターパート（C/P）の配置 
副学長3名、LPPMのマネージャー7名（所長、次長、5課の課長）、大学の協力局1名がプロジェ

クト実施委員会を構成し、プロジェクト全体のマネジメントを行う。実務レベルではLPPMのマネ

ージャーが専門家と連携して活動を行っている。プロジェクトが支援する10の研究プロジェクト

には合計51名の研究者が参加している。 

b. 事務所スペース 
プロジェクト・オフィス（インターネット接続可）が提供されている。 

c. C/P予算 
インドネシア側からはインドネシア政府の会計年度2007年の計画分を含めて、総額14億ルピア

（約17,000千円）がC/P予算を拠出している。 
 

 



 

 Ⅱ. 評価調査団の概要 

調査者 総括  
高等教育 
評価分析 
協力企画 

渡辺 元治 
堤 和男 
井田 光泰 
奥本 将勝 

JICA 人間開発部第 2 グループ技術教育チームチーム長  
JICA 客員専門員 
（株）インターワークス                 
JICA 人間開発部第 2 グループ技術教育チーム      

調査期間 2007 年 8 月 13 日～2007 年 8 月 30 日 評価種類：中間評価 

１．評価結果の概要 
（１）妥当性 

・ プロジェクトで実施した企業・自治体等へのニーズ調査では、UGM への高い期待が示された

が、大学による現状のサービスへの評価は低く、本プロジェクトがギャップを埋めることが期

待されている。 
・ 大学は独法化に伴う財政面での自立が求められ、UGM も産学地連携の方向性を打ち出してい

るが、まだ意識・意欲は不十分であり、プロジェクトが成功事例を示し、有効な産学地連携の

仕組みを提示することで、学内の産学地連携への支持者と協力者を獲得していくことが求めら

れる。 

（２）有効性 
・ プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project design matrix：PDM）の指標に照らしてプロ

ジェクトはほぼ順調な進捗が見られる。プロジェクト助成研究プロジェクト 10 件もほぼ計画

通りの進捗状況であり、セミナーやオープンキャンパスなどの機会に研究成果の発表なども行

ってきた。 
・ 産学地連携については、知的財産権、連携センターの運営、契約手続きなどの規定整備が行わ

れ、研究者・LPPM マネジメント向けにビジネスプランニング、企画書の作成方法など連携に

不可欠な知識・スキルの提供が積極的に行われている。 
・ LPPM は組織・体制は整備されつつあるが、大学内外の関係者に対する「サービス提供者」と

しての役割はまだ十分に果たしていないため、プロジェクトの後半では、LPPM のサービス提

供機能の強化とそれを担える人材育成が重要な課題となる。 

（３）効率性 
・ プロジェクトの投入は概ね効果的。特に本邦研修では、UGM の研究者が日本の教官の集中的

な指導の下、UGM では出来ない実験などを行えるため、研究プロジェクトを進める上で非常

に有効であることがわかった。 
・ 短期専門家派遣は、派遣時期と期間の制約、実験機器の不足、事前のコミュニケーション不足

などにより、一部効果が限定的なケースがあったが、1 年次に UGM 各科の能力評価を実施し

て実情把握ができたため、今後は効果的な投入が可能である。 

（４）インパクト 
・ まだ目に見える形でのインパクトは発現していないが、UGM と九州大学との連携強化によっ

て、プロジェクトの枠外で共同研究が開始されたり、研究者が日本の博士課程に進むといった

いくつかのプラスのインパクトが認められる。 
・ 今後、産学地連携のモデルを提示するためには、本プロジェクトのプロセスと実績・成果品を

文書化して、他大学に普及するためのツールとして活用することが必要。 
  



 

（５）自立発展性 
・ LPPM の契約数・契約額は増加傾向にあり、LPPM のサービス提供機能の強化が進めば、財政

的な自立発展性も高まることが期待される。 
・ UGM では機材の不足等により高度な実験は難しいため、プロジェクト後は日本の大学との共

同研究などの連携を強化して、大企業など資金力のあるクライアントとの契約を獲得すること

が必要。 
・ 組織面では LPPM 内に連携業務を日常的に推進できる人材とその能力強化が不可欠である。

また、LPPM のマネージャーと研究者に対するインセンティブを高めて、意欲のある人材の参

加を促すことも今後の課題となる。 
 
２．結論 

UGM に対しては産業界・地域社会の高い期待と提供されている現状のサービスの間にギャップ

があり、そのギャップを埋めることが本プロジェクトに期待されている。研究者の能力向上と産学

地連携の強化の二つの課題に取組むというアプローチも有効性が高い。 
PDM の指標に照らしてプロジェクトはほぼ順調な進捗が見られる。プロジェクト支援による研究

プロジェクトもほぼ計画通りの進捗状況である。九州大学との連携を通して学位取得も進んでいる。

産学地連携については、知的財産権、連携センターの運営、契約手続きなどの規定整備が行われ、

研究者・LPPM マネジメント向けのビジネスプランニング、企画書の作成方法など連携に不可欠な

知識・スキルの提供が積極的に行われている。LPPM は組織・体制は整備されているが、大学内外

の関係者に対する「サービス提供者」としての役割はまだ十分に果たしていないため、プロジェク

トの後半では、LPPM の機能強化とサービス提供を担える人材育成が重要な課題となる。LPPM の

契約数・契約額は増加傾向にあり、この機能強化が進めば、プロジェクト後の自立発展性も高まる。

プロジェクトの投入は概ね効果的である。特に本邦研修では、UGM の研究者が日本の教官の集

中的な指導の下、UGM では出来ない実験などが行えるため、研究プロジェクトを進める上で非常

に有効であることがわかった。短期専門家派遣は、派遣時期と期間の制約、実験機器の不足、事前

のコミュニケーション不足などにより、一部効果が限定的なケースがあったが、1 年次に UGM 各

科の能力評価を実施して実情把握ができたため、今後は効果的な投入が可能である。研究者・専門

家の双方に対するオリエンテーションやテレビ会議などで事前のコミュニケーションも促進でき

る。 
まだ目に見える形でのインパクトは発現していないが、UGM と九州大学間の連携強化によって、

プロジェクトの枠外で共同研究が開始されたり、研究者が日本の博士課程に進むといったいくつか

のプラスのインパクトが認められる。 
 
３．提言 
・ LPPM 内に企業との連携を支援する課を設置し、マーケティングできる人材を育成する。また、

地理的不利を克服するために、LPPM のジャカルタ事務所を開設する。 
・ 日本の大学との共同研究の新しい方法を検討し、プロジェクト終了後もその方法を活かして難易

度の高い企業・自治体ニーズに対応する。 
 

 



 

・ 引き続き成功事例の紹介等を通して大学内での産学地連携の主流化に取組む。 
・ プロジェクトが助成する研究テーマについては、将来の実用化の可能性について十分検討すると

同時に、企業・自治体などパートナーの研究への参加を促進する。 
  
４．その他 
評価調査団と UGM の双方は、PDM の目標と成果と活動について、改訂を行うことに合意した。

 





 

第１章 調査団の概要  

１-１ 調査団派遣の経緯と目的 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記載する）では、経済発展に貢献する人材の育

成において大学等の高等教育機関に大きな役割が求められているが、教員の能力や研究水準の質

が十分とは言えない状況である。また、社会貢献の面でも、高等教育機関の知的財産を、産業界

及び地域社会に対して組織的に還元する体制は整っていない状況である。同国政府は、このよう

な状況を踏まえ、「教育、研究、社会貢献」を高等教育機関の役割として位置付け、同役割を社会

ニーズに対応する形で強化することを重要な課題としている。 

インドネシア政府は、同課題の解決の一方法として、大学と産業界及び地域社会との連携を促

進し、社会における高等教育機関の役割を強化するための協力を我が国に対して要請してきた。

具体的には、インドネシアで法人化された総合大学であり、かつ我が国の高等教育支援で重点を

置いてきた工学系分野の強いガジャマダ大学（Gadjah Mada University：UGM）をモデル校として、

産学地連携事業を実施するプロジェクトを要望してきた。これを受け、独立行政法人国際協力機

構（JICA）は、2006 年 4 月より、本プロジェクトを開始した。 

今回、プロジェクト開始から 1 年半が経過し、カウンターパート（C/P）を含む、プロジェクト

関係者との意見交換を行う中間評価調査を実施することとなった。企業、地方自治体との共同研

究活動、学内の産学地連携総合調整組織の強化、学外への広報、マーケティング等の産学地連携

事業に係る活動の進捗状況を確認し、産学地連携に向けたモデル構築の状況を把握する。また、

大学側の自立発展に向けた活動の課題を抽出し、2009 年 3 月のプロジェクト終了を迎えるにあた

り、今後の方向性に関する提言を行うことも目的としている。 

 

１-２ 調査団構成・行程・主要面談者 

１-２-１ 調査団構成 

(調査団員） 

総括 JICA 人間開発部第 2 グループ技術教育チーム長 渡辺 元治 
高等教育 JICA 客員専門員 堤 和男 
評価分析 （株）インターワークス 井田 光泰 
協力企画 JICA 人間開発部第 2 グループ技術教育チーム 奥本 将勝 

(現地にて、徳丸 周志 企画調査員、太田 慎一 高等教育政策アドバイザーも調査に参加)
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１-２-２ 行程 

（注）Hi-Link PJ：ガジャマダ大学産学地連携総合計画プロジェクト中間評価調査。今回の調査期間中には、インド

ネシア大学日本研究センタープロジェクトフェーズ 3（PSJ PJ）中間評価調査、ハサヌディン大学訪問（UNHAS PJ）
が含まれている。 

 

行程 月日 

他団員 評価分析団員 

1 8 月 13 日（月）  成田→ジャカルタ 

2 8 月 14 日（火）  PSJ PJ 午前：JICA 事務所打合せ 

午後：専門家・C/P へのインタビュー調査 

3 8 月 15 日（水）  終日：専門家・C/P へのインタビュー調査 

夕方：ジャカルタ→ジョグジャカルタ 

4 8 月 16 日（木）  Hi-Link PJ 終日：C/P へのインタビュー調査 

5 8 月 17 日（金）  終日：プロジェクトチームへのインタビュー調査 

6 8 月 18 日（土） 移動 資料整理 

7 8 月 19 日（日） Hi-Link PJ  午後：プロジェクトチームと中間評価会  

8 8 月 20 日（月） 午後：共同研究成果発表会 

午前：UGM 学内関係者個別面談（学長/副学長 表敬含む） 

9 8 月 21 日（火） 午前：中間評価結果協議   

午後：評価結果報告、M/M 署名   

夕方：ジョグジャカルタ→ジャカルタ 

10 8 月 22 日（水） PSJ PJ 終日：研究発表会（午前:1、2 班 午後:3、4、5 班） 

午前：PSJ 経営陣との個別協議 

午後：プロジェクト関係者との評価会(事業進捗確認会議)  

11 8 月 23 日（木） 

他団員（ジャカルタ→マカッサル）   評価分析団員 

12 8 月 24 日（金） UNHAS PJ  

終日：副学長、工学部長及び本件タ 

スクとの意見交換及び協議  

夕方：マカッサル FO 報告 

報告書作成 

13 8 月 25 日（土） 午前：新工学部建設予定地視察 

午後：マカッサル→ジャカルタ 

報告書作成 

14 8 月 26 日（日） 資料整理・団内打合せ 

15 8 月 27 日（月） PSJ PJ 午前：評価結果報告、M/M 署名 

16 8 月 28 日（火） 午前：国民教育省高等教育総局長表敬 

午後：インドネシア日本大使館報告 

17 8 月 29 日（水） 午前：JICA 事務所への報告 

午後：JBIC 打合せ（UNHAS 案件協議） 

夕方：ジャカルタ→成田（翌 30 日帰国） 
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１-２-３ 主要面談者 

 

・インドネシア国民教育省高等教育総局（Director General of Higher Education：DGHE） 
Prof. Dr. Satryo S. Brojonegoro   Director General 

  

・ガジャマダ大学（Gadjah Mada University：UGM） 
Mr. Sudjarwadi   Rector 
Dr. Retono S Sudibyo Senior Vice Rector 
Dr. Danang Parikesit Director, LPPM 

                       

・プロジェクト専門家 
糸井 龍一 総括 
泉 泰雄 副総括 
渡邊 公一郎 短期専門家 
田中 洋子 ローカルコーディネーター 

 

・在インドネシア日本大使館： 
枝 慶 一等書記官 

 

・JICA インドネシア事務所： 
坂本 隆 所長 
片山 裕之 次長 
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第２章 プロジェクトの実績 
 

２-１ プロジェクトの投入実績 

２-１-１ 日本側の投入 

（１）現地業務費と機材 

2007 年度計画分を含む日本側の投入総額は 40,210 千円で、主な支出項目は、一般事務管理費、

研究費支援等である。 

・日本側の投入内訳 

会計年度 2006 年度 2007 年度（計画） 

現地業務費 20,514 19,700

(単位：千円) 

 

（２）専門家の投入 

プロジェクト期間を通した専門家の分野と従事期間は下表の通り。専門家の投入合計月数は、

2007 年 7 月時点で 22.57 である。総括・副総括がプロジェクトマネジメントを担当し、工学系 8 学

科に対応した専門家を短期派遣している。なお、本プロジェクトでは長期専門家は置かず、現地

コーディネータを配置してプロジェクトの事務業務と専門家不在の間の調整業務を行っている。 

 

分 野 専門家数 従事月数 
総括/産学地連携促進 1 3.6
副総括/産学地連携センター管理 1 6.6
知的財産マネジメント/特許管理 1 1.56
研究支援：電気・電子工学 1 0.93
研究支援：物理光学 1 0.23
研究支援：測量工学 1 2.06
研究支援：地質工学 1 1.9
研究支援：化学工学 1 1.4
研究支援：機械工学 2 1.56
研究支援：土木工学 1 1.13
研究支援：建築/都市防災工学 1 1.6
合計 12 22.57

 

（３）本邦研修 

2007 年 7 月時点で 4 名のC/P・研究者が本邦研修に派遣された。研究支援は主に九州大学、産学

地連携は九州大学の産学連携センターでの研修、事例視察、その他に組織強化手法研修等を行っ

た。 

 

分野 研修参加者数 研修期間 
化学工学 1 2
地質工学 1 2
産学地連携 2 4
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合計 4 8
（４） 機材供与 

2007 年度計画分を含めた機材供与額は 12,481 千円で、主な投入内容は車両、テレビ会議システ

ム、コンピュータ、書籍等で、研究機材は大規模な投入はなく、基本的に既存の大学機材を活用

し、プロジェクトでは研究に不可欠な汎用性の高い機器類、スペアパーツ、消耗品など中心にイ

ンプット支援をおこなっている。 

・機材供与額 

会計年度 2006 年度 2007 年度（計画） 
調達機材 4,085 8,396

（単位：千円）  
 

２-１-２ インドネシア側の投入 

（１）C/Pの配置 

副学長 3 名、ガジャマダ大学研究・コミュニティーサービス機関（Research and Community 

Service Center：LPPM）のマネージャー7 名（所長、次長、5 課の課長）、大学の協力局 1 名がプロ

ジェクト実施委員会を構成し、プロジェクト全体のマネジメントを行う。実務レベルではLPPMの

マネージャーが専門家と連携して活動を行っている。プロジェクトが支援する 10 の研究プロジェ

クトには合計 51 名の研究者が参加している。 
 

LPPMの組織体制 

 

 

 

 

（２）事務所スペース 

プロジェクト・オフィス（インターネット接続可）が提供されている。 
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（３）C/P予算 

インドネシア側からはインドネシア政府の会計年度 2007年の計画分を含めて、総額 14億ルピア

（約 17,000 千円）が C/P 予算を拠出している。 

 

会計年度 2006 年度 2007 年度（計画） 

C/P 予算 554,991 856,920

（単位：千ルピア） 

２-２ 成果の達成度 

以下にプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）の指標に沿ったプ

ロジェクトの進捗状況を示す。 

 
成果１：ガジャマダ大学工学部において研究者の産学地連携に係る研究を自立的に実施する能力が向上

する 
指標 進捗状況・実績 

1.1  少なくとも 50 件の大学内外から

の研究助成金を研究者が得る 
 
1.2  少なくとも 5 件の学内セミナーに

係る論文紀要が作成される 
 
1.3  少なくとも 3 件の研究評価に関す

るメディア報道がある 
 
1-4-1  少なくとも5件の論文を研究者

が国際的な学会誌に応募する 
 
 

1-4-2  少なくとも5件の論文が国際会

議で発表される 
 
 

1-4-3 少なくとも 25 件の論文が国内の

学会誌に掲載される 
 
1-5  少なくとも 6 名の教官が参加大

学から UGM の大学院プログラムに入

学し、研修を受ける。 
*「参加大学」には、現在プロジェクトで連
携を行っている 4 大学以外にも複数の大学
が含まれ、プロジェクト終了後のモデル普
及対象となる。 
 
 

1-1: 0 
産学連携のコーディネータによる研究助成金獲得の活動が開

始された。 
1-2: 1 

2006 度末にオープンキャンパス向けに 1 件の論文紀要が作成

された。 
1-3: 0 

2 年次のオープンキャンパスでプロジェクトが支援する研究

に関する報道を要請済。 
1-4-1: 0 

国際会議で発表された研究論文を国際的な学会誌に寄稿する

予定で、選定作業を行っている。専門家が支援して地質工学科

の二つの研究論文が作成され、2006 年 9 月に提出された。 
1-4-2: 7 

1 年目に、７本の研究論文が国際会議で発表された。2 年次

は、プロジェクトが支援する研究チームに対して国際会議で発

表するよう促し、4 チームへの支援を行っている。 
1-4-3: 0 

発表可能性のある産学地研究を調査中。プロジェクトが支援

する研究チームに、国内学会誌への論文掲載を要請中。 
1-5: 0 

留学先候補大学の訪問・先方との意見交換を実施した。現

在、候補者を選定中。 
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成果２：UGM 工学系学部の研究チームによって産学地間の協力関係が構築される 
指標 進捗状況・実績 

2-1  少なくとも 30 名の大学院生に対

するインターンシップが行われる 
 
2-2  少なくとも 2 回の研究者による

現場訪問が一つの共同研究において行

われる。 
 
2-3  少なくとも 20 件の共同研究が実

施される 
 
2-4  少なくとも 3 件の共同研究のモ

ニタリングと評価が行われる 

2-1: 0 
インターンシップは既に大学が実施中。プロジェクトでは産

学地連携との関連が強い企業等に対して働きかけを行う予定。

2-2: 100% 
共同研究の現場訪問に関する実施規定を作成。プロジェクト

支援の研究プロジェクトに関しては共同研究のための現場訪問

が行われた。 
2-3: 5 

1 年次に採択された研究プロジェクトのうち 5 件が産学地共

同研究として実施されている。 
2-4: 5 

2007 年 12 月に中間評価、翌 3 月に最終評価をプロジェクト

支援研究に対して実施予定。 
成果３：産学地連携センターの組織作りが行われる 

指標 進捗状況・実績 
3.1  センターの運営と技術移転活動に

関する規定が完成し、周知される 
 
 
3.2  技術ライセンスに係る規定が完成

し、周知される 
 
 
3.3  学内リソースのデータベースがウ

ェブサイトで公開される 
 
 
3.4  産業界と地域社会のニーズに係る

調査の報告書が完成する 
 
 
3.5  少なくとも 10 名のセンターの管

理職が研修を受ける 
 
3.6  少なくとも 5 名のセンターの事務

職が研修を受ける 

3-1: 80% 
本邦研修に LPPM 知的財産担当職員が派遣され、研修成果を

もとに規定案を作成した。規定案は既に学長に提出済で、最終

承認待ち。 
3-2: 80% 
本邦研修に LPPM 知的財産担当職員が派遣され、研修成果を

もとに規定案を作成した。規定案は既に学長に提出され、最終

承認待ち。 
3-3:  
学内に存在するデータベースを確認した。12 月に学内向けに

データベースが共有される予定。データベースの一部を英語化

することと活用方法について協議中。 
3-4:  

ニーズ調査を外部委託し（一部プロジェクトが実施）、報告

書が提出された。2 年次にはマーケティングのためにより対象

を絞った詳細な調査を 7 月〜9 月に実施予定。 
3-5:  

2 名を本邦研修に派遣済。他の職員に対する研修セミナーも

実施された。 
3-6:  

現在 1 名の職員に対して OJT での研修を実施中。 
成果４：産学地連携センターの機能と能力が強化される 

指標 進捗状況・実績 
4.1  成功事例に係る分析結果をまとめ

た報告書が完成する 
 
4.2  少なくとも 6 回の見本市への参加

とセンターの活動に関するメディア

報道がなされる 
4.3  少なくともニュースレターが 9 回

発行される 
4.4  少なくとも 6 件の起業支援のため

4-1:  
学内の成功事例を調査、他国の先進事例の紹介を実施した。

4-2:  
本邦研修員が研修中に見本市に参加。インドネシアでの見本

市の開催日時を調査・検討中。 
 

4-3: 1 
ニュースレターは第１号が発行された。2 号目を作成中。 

4-4: 
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２-３ プロジェクト目標 

プロジェクト目標に対する指標と現状の進捗状況は以下の通り。 

 
プロジェクト目標：UGM の産学地連携システムを通して、研究の有効性（妥当性）が高まる 

指標 進捗状況・実績 
1.  少なくとも産学地連携の 20
件の契約が結ばれ、産学地連

携センターが管理・運営を行

う 
2.  少なくとも 4 件の研究成果

が産業界・地域社会により実

施される 
3.  産学地連携の研究成果か

ら、少なくとも 4 件の特許申

請が行われる 
4.  産学地連携による研究成果

のうち、少なくとも２件が市

場で商品化される 
* 今回の中間評価で 4 番目の指標は

改訂された。内容は「7. その他」の

項を参照。 

1. 2007 年 1 月〜7 月に LPPM が受注した契約数は 17 件。 
 
 
 

2. まだ実用化には至っていない。 
 
 
3. まだ申請された案件はない。 
 
 
4. まだ商品化された研究成果はない。 

の基礎的な研究が行われる 
 
4.5.1 少なくとも 3 回のオープンキャン

パスが実施される 
4-5-2 少なくとも3000名の見学者がオ

ープンキャンパスに来場する 
 
 
4-6 少なくとも 3 回のセミナーとワー

クショップが開催される 
 
 
 

4-7 少なくとも 6 回の定期会合が開催

される 

1 年次で採択されたプロジェクト支援研究プロジェクトにつ

いて、起業可能性についての議論が行われている。 
4-5-1 及び 4-5-2: 

オープンキャンパスがプロジェクトの開始によって再開され

た。1 年次のオープンキャンパスは 9800 名が参加して規模とし

ては成功した。企業・自治体への技術コンサルテーションも実

施された。今後は、実際の産学地連携に結びつくような実施方

法等を検討中。 
4-6: 

オープンキャンパスで研究発表と技術コンサルテーションが

行われた。また、プロジェクトでは、研究者を集めて研究プロ

ポーザル作成など連携に必要な実務面を強化するためのセミナ

ーを継続的に実施中。 
4-7: 

不定期に実施されている会議の定例化に向けて調整中。九州

大学と研究者間のコミュニケーションはテレビ会議システムを

活用して定期的に行われている。 
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第３章 プロジェクトの評価結果 

３-１ 評価５項目に基づく評価結果 

３-１-１ 妥当性 

（１）政策面での妥当性 

産学地連携を推進する政策的裏付としては、国民教育省の中期計画（2005-2009）と高等教育の

長期戦略計画（2003-2011）があり、教育機関だけでなく、研究機関としての役割強化と一層の社

会貢献を大学に求めている。本プロジェクトの方向性はこうした政策の具体化と実施を支援する

ものである。 

 

（２）UGM 支援の妥当性 

プロジェクトでは 2006 年 8 月に 230 の潜在的なパートナーとクライアントに対するニーズ調査

を実施した。この調査の結果、UGM 対する非常に高い期待値が確認されたが、一方で現在の

UGM は彼らの期待・ニーズに十分応えられていないとの結論が得られた。期待値に見合った

UGM の研究能力とサービス提供を強化するという本プロジェクトの意義とアプローチは妥当性が

高いと言える。同調査では、調査した大企業・公的機関の全てが UGM に技術情報・技術指導に高

い期待を寄せ、72%が技術革新のリーダーとしての役割を期待している。しかし、88%は、UGM

がビジネス・カルチャーの理解不足、59%が UGM の組織としての提案力、コミュニケーション力

不足を指摘した。中小零細企業については、66%が技術ノウハウの提供、78%が技術コンサルテー

ションと研修指導を期待しているが、42%が現在の UGM はそうしたサービスの提供を不十分行っ

ていないと回答した。 

 

（３）プロジェクトのアプローチの妥当性 

現在、インドネシアの大学は独立法人化が進み、財政的にも自立が求められている。大学にと

って財務基盤強化のための外部資金の獲得は重要な課題となりつつある。こうした外部環境の変

化は大学自体の変革を促している。UGM では学長令を発行し、産学地連携の推進を打ち出してい

る。インドネシアの大学にとって産学地連携はまだ新しい試みであり、産学地連携のセンターを

強化しモデルを提示しようとする本プロジェクトの取組みは、将来的に他大学への普及効果が期

待されている。 

 

３-１-２ 有効性 

（１） 成果１（研究能力強化支援）の進捗・達成状況 

研究能力の評価、研究指導、学会での発表支援など、指標に照らして順調な進捗が見られる。

現在、プロジェクトが支援する研究プロジェクトを 10 件選択して研究支援を行っている。この 10

件を中心に国内外の学会や学会誌への発表を積極的に行うよう要請している。また、この 10 件に

ついては、研究の質を向上させるために、研究プロジェクトの選定から評価までのシステムを導

入した。調査団による聞取調査によれば、研究者はこのシステムを高く評価している。このシス

テムは、研究資金の管理や研究に取組む姿勢を強化する上でも有効であると評価している。成果

１のこれまでの主な取組みと達成状況は以下の通り。 
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ア 研究能力の把握 

プロジェクトによる学科研究能力調査の結果、各科の研究能力が把握され、今後の研究支援の

方向性が明確になった。化学工学、地質工学、土木工学はある程度の研究レベルを有しているが、

国際レベルの研究にはまだ基盤整備が必要。具体的成果として4件の論文が国際会議で発表され、

1 件の論文紀要が作成された。国際誌への投稿は学術誌の投稿期限がプロジェクトサイクルに合わ

ず、応募者がなかった。 

 
工学系学科の学会誌への投稿実績（2006 年） 

セミナー発表 学会誌  
 

研究者数 

国内 国際 国内 国際 
建築/都市計画 46 9 7 0 
電子工学 51 11 6 3 
物理工学 31 6 0 5 
測量学 34 15 4 7 1
地質学 40 15 10 7 8
化学工学 37 17 14 7 4
機械工学 56 40 22 15 1
土木 58 34 19 36 
合計 416 150 88 88 14

                                                 （情報提供：UGM）   

イ 助成研究の制度強化支援 

プロジェクトでは研究助成金の取扱について UGMと協議し、研究費の運用手続きを定めた。し

かし、研究者が研究内訳の事前報告に不慣れ、研究期間全体を通して必要な研究資金需要を見通

すことが困難、試薬などの購入手続きの煩雑さなどの理由で、この手続きはうまく運用されなか

った。このため今後は手続きの改訂と研究者の資金運用能力向上支援が必要である。 

プロジェクトでは UGM の助成研究の選定規準をもとに、産学地連携の助成研究の選定規準を策

定した。具体的には、地産地連携と地震復興再建をテーマに、学内公式レター、UGM のウェブサ

イト、研究者のメーリングリストで研究を募集した。プロジェクト 1 年次実績としては、30 件の

応募を審査し、10 件を採択した。 

採択された 10 件について、専門家が各研究者グループに学術論文作成に必要な実験項目・実験

方法を直接指導した。グループの中から2名が本邦研修に参加した。短期的な本邦研修は指導教官

が研究者に対して直接・集中的に指導できるため研究の進捗が良く、効果的であることがわかっ

た。一方、インドネシアでの短期専門家の指導は、期間が限定されること、事前・事後のコミュ

ニケーションが不足したため、有効性は期待値を下回った。 

共同研究のモニタリング・評価については、プロジェクトでフォームを作成し、プロジェクト

と UGM 双方が参加して研修実績を評価した。最終報告会をセミナー方式で実施して、最終報告書

とプレゼンテーションをもとに得点をつけて最優秀の研究を表彰した。 
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ウ 広報・普及強化支援 

民間企業や地方自治体へも参加を呼びかけ、2006 年 8 月にプロジェクトのキックオフセミナー

を開催した。このセミナーでは産学地連携について関係者の理解が不足している現状が明らかに

なった点が特に収穫であった。さらに、2007年 3月にはUGM内のリサーチセンターを対象に、産

学地連携マーケティングのためのセミナーを開催し、プロジェクトで作成したマーケティングツ

ールを配布するなどの広報を行った。 

研究成果については、LPPMのリサーチ・ウィークなどのイベントで研究成果発表を行い、マス

コミを招待するなどして、外部への広報を行った。3 月の最終成果発表セミナーには地方政府関係

者なども参加した。プロジェクトのニュースレターを発行、LPPMのウエブにも掲載した。見本市

については、まだ助成研究の成果が出ていないので、途中成果の発表のみ実施した。 

 

（２） 成果２（産学地連携強化）の進捗・達成状況 

プロジェクトではこれまでに、ニーズ調査の実施、データベースの作成、成功事例の紹介、大

学外のステークホルダーへの訪問・働きかけ等を通した LPPM 職員や研究者の産学地連携への理

解と関心喚起などの活動に取組んできている。研究者の知識・スキルアップのために企業へのア

プローチ、ビジネスプランニング、プロポーザルの作成方法などのワークショップも継続的に開

催している。こうした一連の取組みは、LPPMと関心・意欲のある研究者に、産学地連携に必要な

基本的な情報・知識・スキルを付加し、大学内で産学地連携への理解・関心を喚起することをね

らいとしたものである。指標に照らした全体の進捗状況はほぼ予定通りである。成果１のこれま

での主な取組みと達成状況は以下の通り。 

ア ニーズ調査 

プロジェクトでは、大学外の潜在的な連携先のニーズを把握するために、中小零細企業、地方

自治体、NGO、外国企業、公官庁、大学などを対象にニーズ調査を実施した。調査結果はデータ

ベース化され、ウェブなどを通してアクセス可能となる予定。今後、さらに詳細な技術ニーズを

収集してデータベースの内容を充実させる。 

イ 連携強化 

プロジェクトでは産学地連携のために様々なレベルで関係者との定期会合を計画した。今まで

に LPPM のウィークリー・ミーティング、2 か月に１回のリサーチ・クラスター会議が開催されて

いる。学外との会合では、各学部がそれぞれの分野で地域連携の会合を開催しているが、個別連

携活動の情報が集まる仕組みがなく、LPPMでは把握できていない。プロジェクトではこれまで地

方政府関係者と2回の会合を持ち、連携に向けた協議を行った。企業との連携は今までのニーズ調

査などの機会を通して個別企業との意見交換を行った。全国レベルの会合については、今後実施

予定である。 

プロジェクトではこれまでオープンキャンパス開催時の「ニーズマッチセミナー」と中小企業向

けの「ビジネスセミナー」を開催し、ニーズマッチセミナーには100を超える企業から参加があり、

多くの技術相談が寄せられた。オープンキャンパスは 2003 年に 1 度開催された後、予算不足と学

内の実施体制が不十分なことから開催されていなかったが、プロジェクト開始を期に再開された。

プロジェクトは二つのブースを運営し、研究成果発表、アンケート調査など行った。延べ 9,800 人
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がこのイベントに参加しプロジェクトの広報としては成功したが、主な参加者は学内で、実践的

な産学地連携の場としての意味は薄かった。 

インターンシップについては、既に UGM が大学生 3 回生を 1〜2 か月のインターンとして企業

へ派遣しており、プロジェクトは今後戦略的に重要な企業との連携強化といった観点から、イン

ターンシップの強化を図る。プロジェクトではプロジェクトによるアンケート調査と外部委託に

よるニーズ・サーベイを実施し、企業のニーズ把握を行った。調査結果から既に個別講師による

技術支援が行われていることがわかった。このため、プロジェクトでは個別的な講師派遣ではな

く、技術指導のための地域セミナーを開催し、そこに講師を派遣するといったスタイルでの支援

を行う。 

ウ 産学地連携の学内主流化 

プロジェクトでは学内に産学地連携の成功事例がないため、日本・アジア・ヨーロッパの成功

事例を分析し、公表した。これは学内に産学地連携への関心を喚起する上で効果的であった。 

エ 産学地連携に必要な知識・スキルの付加 

LPPMのマネージャーと研究者が産学地連携に必要なビジネススキルやプロポーザル作成能力が

弱いことから、プロジェクトで継続的にセミナーを開催し、プロポーザル作成力、問題解決力、

コミュニケーション力などの強化に努めている。 

 

（３）成果３及び成果４（産学地連携センターの機能強化）の進捗・達成状況 

PDM では成果 3 及び成果 4 の目指す内容がほぼ同一であるため、この二つを合わせて進捗・達

成度を評価する。 

プロジェクトではこれまで連携窓口（Collaboration window）のあり方について調査し、関係者と

協議を行ってきた。学内には連携センターとして、ガジャマダ大学テクノセンター（Techno 

Center：TC）、ガジャマダ大学研究・コミュニティーサービス機関（Research and Community Service 

Center：LPPM）、ガジャマダ大学中小企業支援センター（Small and Medium Enterprises Development 

Center：SMEDC）の三つがあるが、それぞれ、連携対象、連携活動の内容と範囲、資金調達チャン

ネルに違いがある。TC は主に大企業を連携パートナーに想定して設立されたが、実質的な活動レ

ベルは低い。SMEDC は主に中小零細企業をターゲットとし、比較的積極的に活動を行ってきたが、

連携先の資金力が弱いためボランティア活動に近く、財政面で困難な状況にある。また、プロジ

ェクト開始後に主要メンバーの交代などにより活動も低下している。このため、LPPMが実質的な

UGM の産学地連携窓口として位置付けられている。 

プロジェクトでは当初、この 3 センターの機能を一元的に統括する「産学地連携センター」を設

立する予定であったが、UGM の意向で、プロジェクトはまず LPPM を主体とした産学地連携シス

テムを構築した後、センターを設立する計画である。このため、プロジェクトでは3センター共通

に必要な支援内容を特定し、支援を行っている。 

成果 3 及び成果 4 に関するこれまでの実績と進捗状況は以下のとおりである。 

ア 連携窓口の規定の標準化 

プロジェクトでは、「センター運営規定」、「技術ライセンシング規定」、「センター管理職／
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事務職の育成」、「産学地連携の講師育成」、「事業化支援コーディネータの育成」、「学術人材、

知的財産データベースの構築」など、どのセンターにも共通して必要な規定の整備を行った。大学

内には 27 の各種センターがあるが、いくつかのセンターでは既にプロジェクトで作成した規定を

導入している。LPPM では UGM の公認を得るための手続きを進めており、現在、学長による最終

的な承認待ちである。 

イ 他大学との連携強化 

プロジェクトではプロジェクトの成果をモデル化して、他大学に普及することを想定している。

そのために、DGHE からの推薦を受けて、将来の普及候補としてハサヌディン大学（Hasanuddin 

University：UNHAS）、アイルランガ大学（Airlagga University：UNAIR）、ブラビジャヤ大学

（Brawijaya University：UNIBRAW）、ディポネゴロ大学（Diponegoro state University：UNDIP）の

4 大学を訪問して意見交換を行った。どの大学も産学地連携は既に行われており、資金・機材不足

が問題となっている。したがって、プロジェクト期間内に本プロジェクトが大学間のネットワー

クを強化して、共同研究などの大学間の連携を促すことが重要と認識された。4 大学との連携活動

として、まず 4 大学の留学生をプロジェクトが指導することが合意された。 

ウ 産学連携事業の評価システム作り 

個々の研究の評価システム作りは進んだが、事業としての大学による産学地連携活動の評価シ

ステムはまだ確立できていない。産学地連携の捉え方について、学内には産学地連携を進める中

で研究能力を高めるべきとの意見と、研究能力を高めた上で産学地連携を展開すべきとの意見が

ある。二つの課題の優先度に対する意見の違いは、事業評価のあり方（評価項目や方法の重み付け

など）に影響を与える。評価システムの構築についてはさらに合意形成のための議論を深める必要

がある。 

 

（４）プロジェクト目標（産学地連携システムによる研究の有効性強化）の達成状況 

産学地連携のシステム作りについてはいくつかの重要な成果を上げている。ニーズ調査に基づ

くデータベースの構築、知的所有権やセンターの運営に関する規定作り、プロジェクトの助成金

を活用した研究プロジェクトのマネジメント方法など、現行の LPPM の制度・システムを強化す

る上で重要な貢献である。LPPMには産学地連携を行うための管理体制と業務フローは存在するが、

LPPMが連携の実施主体である研究者、企業、政府機関などのパートナーの期待に十分応えられる

組織能力を身に付けるためにはさらに多くの課題がある点に注意が必要である。今回の調査で

LPPM マネージャー、専門家、研究者へのヒアリングと議論を通じて、LPPM の組織強化の現状と

今後さらに強化が必要と思われる点を下表にまとめた。 

 
目的 LPPM に求められる役割 現状と課題 
 「情報提供者」 

【期待される役割】パートナー・ク

ライアントのニーズ把握、データ

ベースの構築と情報共有、研究資

金に関する情報の提供、研究シー

ズ/ニーズの特定など 

 
ニーズ調査に基づくデータベースは構築され、ウエブ

等を通して情報共有が可能となりつつある。継続的なニ

ーズ把握とデータ更新、情報の伝達と活用方法につい

て、どの課がどのように継続していくのか今後の検討課

題。  
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目的 LPPM に求められる役割 現状と課題 
「ファシリテータ・マッチメーカ

ー」 
【期待される役割】研究者と産業

界・政府機関との連携・対話支

援、マーケティングなど 

LPPM は役割を担う部署があるが、その機能は弱い。

新会社法が施行されると企業は利益の 2%を社会貢献に

あてることで税制面の優遇措置を受けることができる。

このプラスの外部環境が起きた場合、企業対するマーケ

ティングが非常にやり易くなる。LPPM はこうした機会

を活かしてより積極的にクライアントへのアプローチを

強めることが期待される。 
「プロモーター」 
【期待される役割】研究成果の外部

への発信、研究成果の企業・政府

機関への提案・プレゼンテーショ

ンなど 

プロジェクトはセミナー・学会誌など通して研究成果

の発信を行っている。プロジェクト後は LPPM が情報発

信を継続して支援することが必要。また、研究成果を企

業・政府機関が興味を抱くようなフォーマットにして売

込むといった役割も求められる。 
 LPPM のマネジメント強化  

「法律・契約サポートディスク」 
【期待される役割】知的財産権、契

約手続き、紛争防止・解決のサポ

ート役 

連携センターの運営規定、知的財産権に関する規定な

どが整備された。今後、契約数が増加し、知的財産権に

関する契約が実現されると、それに付随する手続きやト

ラブルシューティングへのサポート業務が重要になる。

「品質管理者」 
【期待される役割】モニタリング・

評価を通した研究成果の品質管理 

LPPM は既に品質管理の仕組みを導入しているが、内

容は契約通りに研究が行われているかといった点に限定

されている。クライアントのニーズや満足度を含めた研

究成果の評価システムと品質管理の支援方法を強化する

ことが必要である。 
 

大学内外の連携強化について、LPPM は「情報提供者」としての機能を備え始めているが、「フ

ァシリテータ・マッチメーカー」と「プロモーター」としての役割はまだ弱い。体制としても企業

との連携を担う課がなく、「ファシリテータ・マッチメーカー」や「プロモーター」役を果たす人

材が明確でない。プロジェクトでの試行錯誤を通じて、実践的な知識・ノウハウを身に付けた人

材を養成することが極めて重要な課題となっている。LPPMのマネジメント強化については、セン

ターの運用規定や知的財産権の取扱に関するルールといった環境整備が整い、今後、契約数が増

加すれば、「法律・契約サポートディスク」の強化が求められる。品質管理の強化も極めて重要な

課題であり、プロジェクト期間内にモニタリング・評価の方法を確立することが求められる。 

 

３-１-３ 効率性 

本邦研修と短期専門家による現地での指導はほぼ計画通り実施され、投入も概ね効果的である。

プロジェクトではプロジェクトを長期でモニタリングする専門家がいないため、1 名のコーディネ

ータを採用し、プロジェクトの事務と短期専門家不在中の調整業務を行っている。機材供与につ

いては、基本的に既存の大学機材を活用し、プロジェクトでは研究に不可欠な汎用性の高い機器

類、スペアパーツ、消耗品など中心にインプットを提供している。また、高度な分析機器が必要

な場合は、本邦研修を利用して九州大学で実験を行うことで対処している。 

本プロジェクトの研究活動を促進する上で、本邦研修が極めて有効であることがわかった。こ

れまでに2名の研究者が本邦研修に派遣された。本邦研修期間中は講義など他の業務がないため自

身の研究テーマに集中でき、担当教官から直接、集中的に指導を受けることができる。実験に必
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要な機材も活用することができる。このため、本邦研修を通して大きく研究活動を進めることが

できた。本邦研修参加者へのヒアリングによれば、研究促進以外にも次のようなプラスの効果が

あったという。 

 日本の研究者と一緒に研究を行うことで、研究への真摯な姿勢を学ぶことができた。 

 日本の研究者とのネットワークができ、将来に向けた共同研究の可能性を議論できた。 

 外部の研究資金へのアクセス方法を知ることができた。 

 日本で産学地連携の実例を見ることができた。 

帰国後、研修参加者が UGM の他の研究者に日本の大学での研究活動の方法や実例を伝えたり、

帰国後の研究活動をさらに強化するためのフォローアップを計画するといった仕組みを導入すれ

ば、本邦研修の効果をさらに高めることができるであろう。 

短期専門家による現地での指導も概ね効果的であった。指導を受けた研究者や専門家は次のよ

うなプラスの効果を上げている。 

 

・ 短期専門家による講義は、UGMの研究者が自身の研究活動を進める上で新しいアイディアや

提案をもたらした。 

 短期専門家による UGM の研究能力評価や実際の研究指導を通して、UGM 研究者の能力と研

究を行う環境についての理解を深めた。これは、本邦研修などで適切な指導を行っ z う上で

役立った。 

全体として有効であったが、一部には短期専門家による指導があまり効果的でなかったケース

もあった。研究支援の短期専門家の場合、派遣のタイミングと期間が限定的であったこと、派遣

前に C/P との密なコミュニケーションが取れなかったこと、UGM の機器が不足するため実際に実

験を指導することができなかったことなどが主な理由であった。ただし、1 年次に九州大学の専門

家が各科の能力評価を行い、実情を把握することができたため、今後は短期専門家の派遣にあた

っては、事前準備を十分行うことで効果を高めることができると思われる。また、派遣前に専門

家とC/P双方にオリエンテーションを行い、事前に双方の役割や活動計画を明確化したり、テレビ

会議で双方のコミュニケーションをよくしておくといった対策を取ることで専門家投入の効果を

さらに高めることができる。 

UGM の地質工学科はアセアン工学系高等教育ネットワーク（Southeast Asia Engineering Education 

Network：SEED-NET）の支援を受けており、X 線回析計が設置されたり、専門家派遣や研究者の研

修・留学などを通して研究能力強化が図られている。 
 

３-１-４ インパクト 

想定されるプラスのインパクトは、産業界・地域社会のニーズにあった大学の役割が高まるこ

とである。UGM における産学地連携の組織的な取組みはまだ初期段階にあり、目に見える形での

実績はまだ上がっていない。本プロジェクトでの取組みの経験やモデルを他大学に普及するため

には、まず成功事例を作り、それを文書化する必要がある。 

想定されていなかったプラスのインパクトとしては、本プロジェクトでの研究支援を通して、
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九州大学と UGM の人材交流が強まり、日本企業から資金を得て共同研究が開始されるという事例

が生まれた。これ以外にも現在1件の共同研究プロジェクトのプロポーザルが提出済で現在審査中

である。さらに2件の共同研究のプロポーザルが作成中である。また、九州大学との連携を通して、

現在 5 名の研究者が奨学金を得て日本で博士課程に在籍中である。 

 

３-１-５ 自立発展性 

（１） 研究能力向上 

プロジェクトの支援を通して研究者の能力は強化されてきているが、自立発展性の観点からは

いくつかの課題がある。UGM の研究能力向上には、研究のためのインフラ（特に実験機器）の脆

弱さが大きな障害である。学部・学科間で機材の共有を図るための仕組みを作り、効率的な機材

の活用を行うといった取組みが必要である。「3.2 効率性」の項で述べたように、本邦研修は九州

大学の機材を活用できるだけでなく、教官から直接指導を受けられるため効果が高い。プロジェ

クト終了後も、本邦研修の方法を共同研究にも取り入れるなど、この方法を活かす大学間の連携

方法を検討することが望まれる。 

本プロジェクトの支援する研究プロジェクトについては、研究プロポーザルの審査から評価ま

での一連の仕組みが導入されたが、他の研究プロジェクトについてはそうした仕組みは適用され

ていない。研究の品質管理のためにも、LPPM が標準的なシステムを導入することが望まれる。 

 

（２） 産学地連携 

LPPMを通じて受注した契約数は増加傾向にあり、契約金額も 2006年度の 80億ルピア（約 95,000

千円）から、2007 年度上半期（1〜7 月）の 200 億ルピア（2 億 34,000 千円）に大幅に増加してい

る。これは主に政府機関からの契約金額の増加が大きな要因であり、背景としては、これまで学

部・学科単位あるいは研究者が直接クライアントから受注していたものが LPPM を経由すること

が多くなった点があげられる。LPPMは工学系だけでなく全学部を対象としており、経済学部など

が政府機関から受ける委託調査などが占める割合が高いという。 
 

過去 3 年間の LPPM の契約受注実績 

受注先 2005 2006 2007（1-7 月） 

703,510,000 6,547,992,000 22,112,481,556 
政府機関 

(2) (25) (13) 
349,442,500 725,000,000 340,000,000 

企業 
(2) (1) (1) 

406,800,000 NGO/財団   
(1) 

  

455,836,931 
国際機関     

(3) 
555,000,000 HILINK プロジェクト   

(1) 
  

250,000,000 
その他 

(1) 
    

1,302,952,500 8,234,792,000 22,908,318,487 
合計 

(5) (28) (17) 
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                                （情報提供: LPPM）     
(  ) 内は契約数 

      
今回の評価調査で研究者に対するヒアリングでは、産学地連携に積極的な研究者を中心に、

LPPM に対する UGM 内での期待値が高まっていることが確認された。LPPM は既に組織体制は整

っており、プロジェクト後も組織面での継続性は高い。しかし、「3.1.4 プロジェクト目標」の項

で示したように、LPPM の機能面については次のような課題がある。 

 LPPM は産学連携の管理機関としての役割は十分に果たしているが、ファシリテータとして

の役割については研究者の期待値を下回っている。現状ではその役割を担える専任の人材が

いない。 

 LPPM の財務的な自立発展性を確保するためには、資金力のある企業・財団・基金などとの

連携が重要になるが、LPPM は組織上こうした組織へのアプローチを行う課がない。また、

こうした組織のほとんどはジャカルタにあり、UGMはジャカルタやその近郊の大学に較べて

マーケティング上、地理的に不利な面がある。地理的に不利な条件を克服するためには、他

大学以上に LPPM のマーケティング体制を強化することが必要である。 

 LPPM のマネージャー・研究者への個人レベルのインセンティブが弱く、長期的には LPPM

のパーフォーマンスにマイナスとなる要因である。例えば、研究者の昇進・昇級の制度に産

学地連携への貢献が明確に位置付けられていない。LPPM のマネージャーも本業は研究者／

教員であり、LPPM の業務は直接的には昇進・昇級制度にリンクしていない。したがって、

大学による貢献者の認知・表彰、人事評価、キャリアパスとしての産学地連携の重みづけな

ど、様々なインセンティブを導入して、意欲ある研究者・マネージャーの意欲を高める工夫

が必要である。 

産学地連携強化は UGM の方針となっているが、産学地連携の重要性やメリットが学内に十分浸

透しているわけではない。成功事例、研究結果の知的財産化、実用化等の具体的な成果が目に見

える形で広がることで大学内に多くの支持者と参加者を獲得することができる。プロジェクトで

の成果を引き続き発信して、産学地連携の主流化を図ることも自立発展性を確保する上で重要な

課題である。 

 

３-２ プロジェクトの促進・阻害要因 

３-２-１ 阻害要因 

 学内の連携強化についてはまだ大学の窓口が一本化されておらず、同じような活動を行うセ

ンターを統合したプラットフォームもないため、学内・学外との「連携システム」の姿がよ

く見えづらい。プロジェクトが直接他のセンターに介入する枠組もないため、統合に向けた

具体的なアクションプラン作りが難しい点がある。 

 大統領令第 80 号（2003 年）は国立大学とその研究者が、中央・地方政府に配分する予算から

の直接の業務受注を禁じている。この制約により、プロジェクトが直接政府機関とビジネス

関係を構築する上での障害となることがある。 
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３-２-２ 促進要因 

 UGMと九州大学は2005年に大学間連携の協定を結び、九州大学卒業生のUGM同窓会事務所

が設置され、九州大学の教員が派遣されている。また、この協定による双方の人事交流や共

同研究も促進されている。こうした組織間のフォーマルな連携関係が本プロジェクトを

実施する上で促進要因となっている。 
 JICA の SEED-NET プロジェクトでは UGM の地質工学科をインドネシアにおけるフォーカ

ルポイントに指定して、研究支援や研修員の受入・派遣を行っている。この支援も UGM の

研究能力支援において大きな促進要因となっている。 

 

３-２-３ その他の要因 

LPPM の視点から次のような促進・阻害要因が指摘された。 

 現在、LPPM の契約先の 90%は政府機関・援助機関で、民間企業はわずか 10%にとどまって

いる。このため、UGMが民間セクターとの連携の重要性を認識し、連携システムを強化して

行くことが求められている（大学本部による一層の LPPM 支援が必要）。 

 本プロジェクトの開始時には、大学内では実験機材や学位取得といったインプットへの期待

があったが、本プロジェクトのねらいは研究者の能力と LPPM のマネジメント力強化であり、

「量」ではなく「質」の成果を上げることである、といった点を周知する必要があった。 

 政府令第 35 号（2007 年）で、新会社法の改正により企業の社会貢献に対する優遇措置が盛り

込まれる予定であり、施行されれば、企業が大学との共同研究に取組むためのより一層のイ

ンセンティブとなることが期待される。 

 

３-３ 結論  

UGM に対しては産業界・地域社会の高い期待と提供されている現状のサービスの間にギャップ

があり、そのギャップを埋めることが本プロジェクトに期待されている。研究者の能力向上と産

学地連携の強化の二つの課題に取組むというアプローチも有効性が高い。 

PDM の指標に照らしてプロジェクトはほぼ順調な進捗が見られる。プロジェクト支援による研

究プロジェクトもほぼ計画通りの進捗状況である。九州大学との連携を通して学位取得も進んで

いる。産学地連携については、知的財産権、連携センターの運営、契約手続きなどの規定整備が

行われ、研究者・LPPMマネジメント向けにビジネスプランニング、企画書の作成方法など連携に

不可欠な知識・スキルの提供が積極的に行われている。LPPMは組織・体制は整備されているが、

大学内外の関係者に対する「サービス提供者」としての役割はまだ十分に果たしていないため、プ

ロジェクトの後半では、LPPMの機能強化とサービス提供を担える人材育成が重要な課題となる。

LPPMの契約数・契約額は増加傾向にあり、この機能強化が進めば、プロジェクト後の自立発展性

も高まる。 

プロジェクトの投入は概ね効果的である。特に本邦研修では、UGM の研究者が日本の教官の集

中的な指導の下、UGM では出来ない実験など行えるため、研究プロジェクトの進捗を進める上で

非常に有効であることがわかった。短期専門家派遣は、派遣時期と期間の制約、実験機器の不足、

事前のコミュニケーション不足などにより、一部効果が限定的なケースがあったが、1 年次に
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UGM 各科の能力評価を実施して実情把握ができたため、今後は効果的な投入が可能である。研究

者・専門家の双方に対するオリエンテーションやテレビ会議などで事前のコミュニケーションも

促進できる。 

まだ目に見える形でのインパクトはまだ発現していないが、UGM と九州大学間の連携強化によ

って、プロジェクトの枠外で共同研究が始されたり、研究者が日本の博士課程に進むといったい

くつかのプラスのインパクトが認められる。 

 

３-４ 提言事項 

（１）UGM／LPPM への提言 

 現在、LPPM には資金力のある企業・財団・基金といった組織との連携を専任で行う部署が

ないため、早急にそうした課を設置することを提案する。さらに、地理的なデメリットに対

処するため、ジャカルタに LPPM 事務所を設けて連携活動を強化することを提案する。 

 LPPMは実質的にはUGMの産学地連携センターであり、この組織強化が極めて重要な課題で

ある。現在、LPPM には連携事業の計画、調整、促進といった一連の活動を日常的に担う実

働部隊がいない。このため、LPPMが研究分野の経歴とビジネスセンスを兼ね備えた人材を 3

名、コーディネータとして採用することを提案する1。プロジェクトは残り 1 年半しかないこ

とから、まず 1 名を年内に採用し、残り 2 名を来年度予算（2008）で確保し、出来るだけ早

く彼らに産学地連携の実践的ノウハウを身に付けることが必要である。 

 産学地連携は UGM の方針となっているが、研究者の産学地連携の知識や意欲は十分でない。

大学内外での成功事例などを継続的に周知して、産学地連携の主流化を促進することを提案

する。 

 UGMは産学地連携に参加するインセンティブをあまり提供できていない。成果重視のインセ

ンティブ制度など、LPPM マネージャーと研究者の意欲を高め、より広範な研究者を参加さ

せる措置を検討することを提案する。 

 

（２）専門家チームとプロジェクト支援の研究プロジェクト参加者への提言 

 専門家チームは UGM が共同研究や成果重視のインセンティブ制度を導入する上での支援を

行うことを提案する。 

 短期専門家派遣の効果を高めるために、派遣前に専門家と C/P 双方にオリエンテーションを

行い、指導内容・方法などを十分理解できるように配慮し、またテレビ会議を積極的に活用

して双方のコミュニケーションを促すことを提案する。 

 本邦研修の有効性が高いことがわかったため、プロジェクト終了後も同様な方法で大学間の

連携ができるような制度的枠組を検討することを提案する。 

 研究プロジェクトは順調な進捗が見られるが、プロジェクトとして研究成果の実用化の可能

性、企業・地域社会のニーズとの整合性まで視野に入れて指導を強化することを提案する。

また、研究活動に企業・地域社会からの参加者を一層関与させるよう提案する。 

                                            
1 一人のコーディネータが全ての分野をカバーすることは難しいため、工学系 1 名に加えて UGM の特色を活かし

て農学系と経済系の 2 名を想定。 
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３-５ その他（PDM の改訂） 

 日本・インドネシア双方は、PDM のプロジェクト目標の 4 番目の指標、「少なくとも 2 件の

研究成果が商品化さる」を「少なくとも 2 件の研究結果が企業・地域社会に活用可能な形で

実用化される」に変更することに合意した。 

 UGM は PDM の成果 3 及び成果 4 は類似性が高いため、この二つの成果をまとめることを示

唆した。 

 UGM は、PDM で示された活動が実施すべき順序に沿って組まれていない点を指摘した。

UGM と専門家チームが合同で活動の流れを修正して活動計画に反映させることとなった。 
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(1) プロジェクトチームとの協議 
日時 2007 年 8 月 19 日（日）13 時 40 分～17 時 10 分 
場所 ガジャマダ大学内プロジェクトオフィス 
参加者 専門家チーム：糸井総括、泉副総括、渡邊専門家、田中ローカルコーディネーター

高等教育政策アドバイザー：太田専門家 
JICA インドネシア事務所：徳丸企画調査員 
調査団：渡辺団長、堤団員、井田団員、奥本団員 

要点 ( 合意

事項・検討

事項) 

専門家チームから現状報告とプロジェクト実施上の課題に関し説明を行った後、

調査団から現時点での評価について説明を行い、質疑応答を行った。共有された内

容、検討が必要な事項の要点は以下のとおり。 
(1)プロジェクトの現状について 
・プロポーザルが採択された研究について、研究テーマとしての価値はどうか。 
 →全体的に産学地連携に係る研究については、必ずしも学術性が高いものではな

いが、産学連携が優先するのではなく、研究の基盤を固めることが大切である。

・ インドネシア国の大学教員の国際誌への投稿、国際学会への参加へのインセン

ティブが低い。人事ポイント制などの環境面の整備についても行う必要がある。
 
(2) PDM の変更について 
・プロジェクト目標に係る指標について、契約書本文には含まれていないが、R/D

の合意文書には記載されているため、活動実施の際、指標を認識すること。 
・プロジェクト目標に係る指標の４番目に関し、”commercial，become available in 

market"の部分を省き、それぞれ、”research result, is utilized practically の様に修

正するべきである。 
・成果 2-1 に関し、英語の PDM では Student になっているが、これは大学院生を

指すのか。学生であればインターンシップに充分な実績があるが、大学院生であ

るならば、大学院では授業のカリキュラムの一部に組み込まれていない等の理由

から、再度検討が必要である。 
・成果 1-5 に関し、具体的な参加大学の名称等、補足説明を加える必要がある。 
 
(3)調査団の提言事項 
・LPPM の組織図に産学地連携に係るマーケティングや調整を行う部署がない。

Research Incubation Center の設置や SMEDC の将来の統合を含めた組織 7 部門

の運営の検討が必要である。 
・LPPM の Manager である Prof. Danang 氏の直下に職務を置くことで、業務の円

滑化を図るべきである。 
・大学側より、LPPM の強化として来年以降 3 人の人材配置が検討されているが、

今年中に少なくとも 1 人の増員は行うよう LPPM 側、大学側に促すべきである。

・LPPM がプロジェクト実施後、産学地連携のファシリテーターとしてサービスの

提供ができるよう、成功体験を共有していくことで、LPPM 内にて産学地連携の

リーダーの育成を図ることが必要である。 
・産学地連携に係る教員は学内でもマイノリティの立場にある。大学側が教員の成

果を積極的に評価し、学内での産学地連携の主流化を目指していくべきである。

 
(2)LPPM 局長 Dr. Danang との協議 
日時 2007 年 8 月 23 日（木）13 時 40 分～15 時 30 分 
場所 ガジャマダ大学内 LPPM 会議室 
参加者 LPPM：Danang 局長 

専門家チーム：糸井総括、泉副総括、田中ローカルコーディネーター 
高等教育政策アドバイザー：太田専門家 
JICA インドネシア事務所：徳丸企画調査員 
調査団：渡辺団長、堤団員、井田団員、奥本団員 

主な内容 調査団より PDM の達成状況、5 項目評価、提言事項等、評価の進捗について説

２．会議議事録

－ 49 －



明を行った後、Danang 局長との協議を行った。主な内容は以下のとおり。 
 
(1)産学地連携の進捗について 
・連携対象となる研究資金獲得の割合は、政府が 70％、国際機関、NGO が 30％、

産業界が 10％である。産業界が大学との連携についてインセンティブを感じて

いない。この理由は大学側のサービスを提供するシステムの未整備、共同研究の

意義が見られないこと、政府からの規制等が挙げられる。研究の質の低さについ

ても課題であり、改善が求められる。(Danang 局長) 
・産学地連携能力の向上については、中心となって活動する人物が重要であり、本

邦研修から戻ってきた人間に貢献してもらいたい。(Danang 局長) 
 
(2)LPPM について 
・現在常駐スタッフが 6 人いる。資金運用に係る資料作成等が主な仕事であり、業

務量が多く、産業界に対して連携事業の促進や営業活動を行う人間がいない。

(Danang 局長) 
・契約等に関して法的な知識を持つものが少なく、新しい契約を調整できない。

(Danang 局長) 
 
 LPPM の運営体制について資料に基づき、泉副総括より説明があり、その後

Danang 局長よりコメントがあった。 
・提案された LPPM の組織図については検討を行いたい。地方政府、コミュニテ

ィとの連携が主要なものであるが、今後マネジメントや財政面から、SMEDc の

統合を進めていきたいと考えている。 
・ジャカルタに LPPM のオフィスを設置する予定であり、DGHE の近くにスペー

スを借りることを検討中である。 
・LPPM の一つのモデルとして九州大学の IMAC を参考にしていきたい。 
 
(3)PDM について 
・以前から議論が行われているように、成果に係る活動が一連の流れとして実施さ

れていない。また、成果 3 と成果 4 の産学地連携に係る部分については、一体化

して考えても良いのではないか。(Danang 局長) 
 
(3)副学長 Dr. Retno との協議 
日時 2007 年 8 月 23 日（木）15 時 50 分～17 時 20 分 
場所 ガジャマダ大学内副学長室 
参加者 ガジャマダ大学 Retno 副学長 

専門家チーム：糸井総括、泉副総括、田中ローカルコーディネーター 
高等教育政策アドバイザー：太田専門家 
JICA インドネシア事務所：徳丸企画調査員 
調査団：渡辺団長、堤団員、井田団員、奥本団員 

主な内容 調査団より評価の進捗について説明を行った後、Retno 副学長からコメントがあ

った。主な内容は以下のとおり。 
 
(1)研究について 
・九州大学側の積極的な参加によって工学部は多くのことを学んでおり、日頃の協

力に感謝する。 
・産学地連携の組織作りはもちろん重要であるが、学術的な研究の成果が出なくて

は、外部組織は関心を持たないため、継続的な研究能力向上が必要である。 
・工学部の研究を国際的レベルに押し上げ、国際的なネットワークを構築したいと

考えている。留学を通じて、修士、博士の学位を持つ教員を増やし、積極的に国

際学会、フォーラム等にも参加していきたい。 
 
(2)産学地連携について 
・これまでは、科学技術分野を中心的に行ってきたが、国会、政府などの委託研究
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についても受託を考えている。いずれにせよ、産業、政府側のインターフェース

に向けて、外部広報とマーケティングが重要である。ジャカルタへのオフィス設

置についてもその一環である。 
 
(3)LPPM について 
・LPPM は今後より一層パフォーマンスを高め、裁量権を持たなくてはならない。

・Danang 氏が忙しく、LPPM の業務に集中できないのは承知している。現在検討

されているスタッフの増員の件を含めて、対処策を検討したい。 
・LPPM が最終的にテクノセンターや SMEDc の統合を行わなくてはならない。 

 
(3)Sudijarwadi 学長との協議 
日時 2007 年 8 月 23 日（木）18 時 30 分～19 時 00 分 
場所 ガジャマダ大学内副学長室 
参加者 ガジャマダ大学：Sudijarwadi 学長 

専門家チーム：糸井総括、泉副総括、田中ローカルコーディネーター 
高等教育政策アドバイザー：太田専門家 
JICA インドネシア事務所：徳丸企画調査員 
調査団：渡辺団長、堤団員、井田団員、奥本団員 

主な内容 調査団長より表敬の挨拶を行った後、Sudijarwadi 学長より返答があった。主な

内容は以下のとおり。 
 
・今後は工学部を国際レベルの研究を行う学部にしたいと考えている。 
・LPPM の増員については、主要な課題と考える。LPPM の自立発展性と共に今後

検討していきたい。 
・東工大の博士課程に Mr.Sutivijaya という学生が入学したという旨、連絡があっ

た。彼は産学地連携に興味があり、10 月の帰国の際に同プロジェクトについて

も話をしたい。 
 
Dr.Satryo 高等教育総局長(Director General of Higher Education)表敬 
日時 2007 年 8 月 28 日（水）18 時 30 分～19 時 00 分 
場所 高等教育総局 Dr.Satryo 局長室 
参加者 高等教育総局：Dr.Satryo 局長ガジャマダ大学 

高等教育政策アドバイザー：太田専門家 
JICA インドネシア事務所：徳丸企画調査員 
調査団：渡辺団長、井田団員、奥本団員 

主な内容 調査団長より表敬の挨拶、今回の調査内容について説明を行い、Satryo 局長より

返答があった。その後、質疑応答を行った。主な内容は以下のとおり。 
 
(1)ガジャマダ大学産学地連携総合計画プロジェクトについて 
・省が定める教員への点数制のインセンティブにおいて、国内学会への論文投稿が

25 点、国際学会の論文投稿が 40 点である。この差が少ないことが、国際学会へ

の投稿が少ない要因となっているのではないか。(調査団) 
→国際学会等への投稿、参加はそれぞれ大学の方針に沿っている。ガジャマダ大

学、インドネシア大学、バンドン工科大学は教員のレベルも高い。国際的な研究

レベルを証明してほしい。そうすれば、予算の確保への道筋が見えるだろう。(局
長) 

・大学内で依然として、産学地連携が主流となり得ておらず、関心が低い。この問

題に対する高等教育総局としての対応はどのようなものか。(調査団) 
 →大学より、産業との連携を行う大学へのインセンティブとして、無償の研究資

 金を 10 件提供している。産学地連携のモデルを作成することで、大学、産業界

に認知され、普及が進むことであろう。(局長) 
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① 耐震計画に基づいた村落復興計画  

・災害被害低減のための研究であり、国や地方自治体の都市計画担当部署との連携の可能

性あり。 
 

② 災害発生時の情報収集システム 
・災害発生時の情報を即時に収集するものであり、開発後は中央政府、地方政府との連携

が期待されている。 
 

③ 災害情報の統合地図情報システム  
・各種公的機関が有する地理情報や地震観測データを統合したデータベースを構築しており、

災害発生時の救援活動を効率的に行うことができる。 
 

④ 竹材を利用した環境負荷を軽減した建築技術   
・竹材を住居の建築に用いることで、地震等の負荷にも強い。本研究で開発したハウス建設

について地域企業との連携の可能性あり。  
 

⑤ ローカルマテリアルであるゼオライトを活用した排水処理  
・ゼオライトとは、アルミニウムを含む天然の鉱物であり、排水の中にある、有害物質や悪臭

を吸着する機能をもっている。 
 
⑥ ゼオライトを使用した肥料の効果の向上 

・国際パテントを取れる可能性のある研究であり、製品の適正な経済性評価に結びつく研究。 
 
 
⑦ サトウキビ廃物から抽出したシリカの電子基盤材料としての活用  

・シリカは電球の内側に明る過ぎないようにするための塗料とされる結晶であり、高純度のシ 
リカを回収することができれば、電子基盤材料の原料としての需要がある。 

 
⑧ 未利用植物資源の活用による低コスト・軽量建築材料   

・稲わらやココナッツの殻を壁材の原料として利用した場合の製品の機械的特性を明らかに

している。 
 
⑨ ジョグジャカルタ市バスのチケットシステム   

・距離、地域に基づく運賃を提示するバスのチケットシステムについて、実用化の段階まで進

んでいる。ジョクジャカルタ市内のバス会社への導入を将来的に検討。  
 

⑩ キャスターホイールの品質管理のための試験装置 
・キャスターホイールの耐久性を評価するための試験装置の設計製造を検討。 
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                               調査団作成 

 

１．耐震計画に基づいた村落復興計画 

[The construction of the strategy for earthquake disaster preparedness village 

design in order to revitalize villages with house-scale industries] 

 

The research results are interesting in terms of geological conditions to 

earthquake vulnerability.  However, in this type of researches, the involvement 

of community or local government members is indispensable from the beginning of 

the research because the regulations or guidelines to construct houses or 

buildings are needed to check the security against the anticipated disaster 

depending on the location.  Information on the buildings strength from viewpoints 

of structural mechanics should be considered in addition to geological condition 

to analyze the occurred damage. 

 

2．災害発生時の情報収集システム 

 [A scalable information system for disaster relief management] 

 

This research should be carried with the cooperation of local as well as central 

governments.  Even if the field-based information system is strengthened, the 

comprehensive and unified relief management will never been established without 

the combination of all systems.   

 

３．災害情報の統合地図情報システム 

[A collaborative geospatial data infrastructure] 

 

In this research, the role of UGM is very clear and covers well its potential.  

The linkage between U and C had been probably weak; however the earthquake last 

year should trigger the linkage and cause the positive cooperation.  Since 

disaster management should be considered as comprehensive one and the academic 

analysis is imperative, this research is considered as typical model.  Further 

research outcomes are expected. 

 

4．竹材を利用した環境負荷を軽減した建築技術 

[Development of bamboo technology] 

 

This research has been partly matured.  This technology can be applied to low-cost 

buildings.  However, since the bamboo buildings may suffer from their durability 

problem, the application must be limited.  Nevertheless, the application for 

small-scale public institutions or temporary buildings is expected is expected.  

If the local community or the private construction companies start to use this 

technology, it is the good practice of the Project. 

 

5． ローカルマテリアルであるゼオライトを活用した排水処理  

５．中間発表会に対する各研究班のコメント
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[In situ heavy metal contained wastewater remediation of small and medium 

industries using natural zeolite and modified fly ash compound] 

 

This type of researches has been carried out extensively in the world.  The 

originality of this research, therefore, is attributed to the use of local natural 

zeolites and locally produced fly ashes.  The research outputs may be applied to 

SMIs if the proper application process is well developed.  However, the important 

thing is that the used materials should be treated properly in order to avoid 

secondary pollution due to the contaminated materials. 

 

6． ゼオライトを使用した肥料の効果の向上 

[Development of a zeolite-based industry through an integrated study on 

characterization, quality improvement and utilization as additive fertilizer 

materials of natural zeolite deposits from Yogyakarta] 

 

This research needs the cooperation of farmer people or agriculture cooperative.  

The use of natural zeolites for the fertilizer granules has been widely studied 

and proved that zeolites can retain main fertilizer component into their pores.  

The prior-treatment of natural zeolites may be necessary in order to remove 

impurities so that they contain pore structure to some extent; however the cost 

is also important.  The optimum morphology of the fertilizer granules should be 

analyzed with cooperation of users. 

 

7. サトウキビ廃物から抽出したシリカの電子基盤材料としての活用 

[Recovery of silica from bagasse ashes of sugar-cane industry in Yogyakarta] 

 

This research is academically interesting.  Although there have been a number of 

similar research reports in the past, careful chemical treatments are used in this 

research so that purified silica can be obtained.  Probably the use of the final 

silica for the fillers is the first target of the application, under the condition 

that the research is scale-upped to the commercial production at proper cost with 

the cooperation of industries.  Detailed researches about preparation procedures 

to regulate specifications of silica will be necessary.  The possibility of 

further application in sophisticated area depends on the purity and specification 

of silica.  

 

8．未利用植物資源の活用による低コスト・軽量建築材料 

[Waste utilization to produce low cost, light weight materials for rebuilding 

earthquake destroyed housings] 

 

This is not the research topics in the university.  The use of waste materials 

may be evaluated just after the disaster, but it is not at all constructive. 

 

9．ジョグジャカルタ市バスのチケットシステム 

[Improving bus ticketing system in Yogyakarta province] 
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The research has been already completed and can be applied to the actual bus line.  

The system adopts local technology, not local materials as the researcher 

mentioned. 

 

10．キャスターホイールの品質管理のための試験装置 

[Development of international standard complied caster wheels] 

 

The objective of the research is clearly stated.  However, since this type of 

research should not aim academic objective, the research should be carried out 

jointly with the manufacturing company of caster wheels.  If the research outputs 

are feed backed immediately to the manufacturing process, it will be the real 

practice of the linkage between U and I.   
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